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Ⅰ　は じ め に

近年，長期雇用制度の変容や雇用の流動化の中
で，複数の仕事を掛け持ちするマルチジョブホル
ダーをめぐる議論が盛んである。政府の成長戦略
実行計画（2020 年 7 月 17 日）では，人生 100 年時
代を迎え，若いうちから，自ら希望する働き方を
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労働保険におけるマルチジョブホ
ルダーへの対応のあり方

近年，多様な働き方の一つである副業・兼業の促進に伴い，マルチジョブホルダーに対す
る労働保険制度のあり方をめぐって議論がみられる。労災保険制度については，複数事業
労働者が被災した際の保護のあり方が検討され，2020 年法改正では，給付基礎日額の算
定方法や業務上の負荷に対する評価が見直されるに至った。今後は，フリーランスとして
働く人の保護のための特別加入制度の対象拡大等も検討される。一方，雇用保険制度につ
いては，適用の場面において労働時間等の要件があり，異なる事業主のもとでの労働時間
は合算されず，かかる要件を満たさないマルチジョブホルダーの失業に対する所得保障の
あり方が検討されてきた。失業に係る給付は「失業」を保険事故とするが，複数の雇用の
場合，いずれか一つを離職し，残る雇用で賃金を得つつ，求職活動を行う状態（いわゆる「部
分失業」の状態）も想定される。こうした部分失業に対する所得保障の必要性の有無や失
業の主観性をめぐる問題が生じ，給付要件や給付額についてどのように考えるべきかとい
う課題がある。法改正では，65歳以上の労働者を対象に，2つの事業所の労働時間を合算し，
雇用保険を適用する制度を試行的に導入するに至った。マルチジョブホルダー全体を適用
拡大によって保護すべきか，それとも，求職者支援制度のように，雇用保険の受給資格の
ない求職者に対する支援をすべきか，今後の検討課題となる。併せて，労働保険の対象と
ならない，フリーランスとして働くマルチジョブホルダーに対しても，キャリア形成に資
するような法のあり方を模索する必要があろう。
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選べる環境をつくっていくことが必要であり，ウ
ィズ・コロナ，ポスト・コロナの時代の働き方と
しても，副業・兼業，フリーランスなどの多様な
働き方への期待が高いことが指摘されている。マ
ルチジョブホルダーのキャリア形成に資するよう
な法のあり方を模索する必要があるといえる。

副業・兼業をめぐっては，2017 年 3 月「働き
方改革実行計画」において普及促進を図ることが
示され，2018 年 1 月には厚生労働省の「副業・
兼業の促進に関するガイドライン」が策定される
に至った。もっとも，副業・兼業を促進する環境
整備として，いくつかの検討課題があり，特に労
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働時間の管理 ･ 把握が困難であることから副業・
兼業を認めることに対する慎重な姿勢がみられ
た。これをうけて，労働時間管理及び健康管理の
方法については，労働政策審議会における審議を
経て，ルール整備を図り，労働者からの自己申告
制に関する手続き及び様式を定め，簡便な労働時
間管理の方法を示した内容のガイドラインへと改
定された。また，労働保険制度におけるマルチジ
ョブホルダーのあり方についても議論がなされ，
複数就業先の賃金に基づく給付基礎日額の算定や
給付の対象範囲の拡充等の見直しを行うことにな
った（2020 年 9 月 1 日施行）。一方，雇用保険制度
の適用については，労働時間等の要件があり，マ
ルチジョブホルダーに対する適用をめぐって複雑
な問題が生じている。失業に係る給付は「失業」
を保険事故とするが，複数の雇用の場合，いずれ
か一つを離職し，残る雇用で賃金を得つつ，求職
活動を行う状態（いわゆる「部分失業」の状態）も
ある。自発的な離職も想定され，給付要件や給付
額についてどのように考えるべきかという課題が
ある。さらには，このようなマルチジョブホル
ダーに対しては求職者支援制度のように，雇用保
険の受給資格のない求職者に対する支援も選択肢
として考えられる。本稿では，労働保険における
マルチジョブホルダーへの対応のあり方として，
労災保険制度及び雇用保険制度の議論状況を整理
し，今後の方向性について検討を行いたい。

Ⅱ　労災保険におけるマルチジョブホル
ダーへの対応

１　問題の所在

マルチジョブホルダーに関する従来の議論とし
て，通勤災害保護制度において事業場間移動が適
用対象とされていない点，複数の事業場で働いて
いる労働者が業務災害や通勤災害に遭った場合の
給付基礎日額の算出方法をいかに定めるかという
点が問題とされていた。厚生労働省の労災保険
制度の在り方に関する研究会「中間とりまとめ」

（2004 年 7 月）で，複数就業者の通勤災害の保護
範囲の拡張及び労災保険の給付基礎日額の算定方

法が検討課題として掲げられた。そこで，複数
就業者の通勤災害の保護範囲が拡張され（労災法
7 条 2 項 2 号），第 1 の事業場から第 2 の事業場へ
の移動が対象とされるに至った（労働基準局長通
達（平成 18 年３月 31 日付基発第 0331042 号））。一
方，給付基礎日額については，事故が起きた勤務
先から支払われた賃金をもとに平均賃金（労基法
12 条）が算定されてきた（労災法 8 条）。そのた
め，喪失した稼得能力と実際に給付される保険給
付との乖離が問題とされ，複数の事業場から支払
われていた賃金を合算した額を基礎として定める
ことが適当ではないかという指摘がなされた。も
っとも，労災保険法 8 条は，給付基礎日額を労基
法 12 条の「平均賃金に相当する額」であると定
めており，個別の使用者に課せられた災害補償責
任を保険する趣旨を有する労基法との関係でこう
した解釈を困難にさせてきた。

２　2020 年労災保険法改正

「働き方改革」における副業・兼業の促進のた
めの整備に伴い，複数就業者に係る労災保険給付
について検討がなされ，2020 年 3 月「雇用保険
法等の一部を改正する法律」が成立した。労災保
険法では，複数事業労働者に対する稼得能力の
喪失や遺族の被扶養利益の損失に対する塡補の観
点から，複数事業労働者を使用する全事業の賃
金を合算した額を基礎に給付額が決定される旨等
改正がなされた（法 8 条 3 項〔2020 年 9 月 1 日施
行〕）1）。また，改正内容は，労働者だけでなく特
別加入者にも及び，一つの会社と労働関係にあっ
て，他の就業について特別加入しているような場
合や複数の就業について特別加入をしている場合
にも該当する（法 33～法37 条）。以下，具体的な
内容について触れておく。

（1）労災保険法上の複数事業労働者
労災保険法は，複数事業労働者について，「事

業主が同一人でない二以上の事業に使用される労
働者」と定義した（法 1 条）。また，保険給付と
の関係では複数事業労働者に類する者も含むとさ
れている（法 7 条１項 2 号）。具体的には，傷病等
の要因となる出来事と傷病等の発症の時期が必ず
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しも一致しないことから，傷病等の原因または要
因となる事由が生じた時点において事業主が同一
人でない２以上の事業に同時に使用されていた労
働者を対象としている（労災則 5 条）2）。

（2）給付基礎日額の算定方法
複数事業労働者の業務災害，複数業務要因災

害，通勤災害に係る保険給付の給付基礎日額は，
労災保険法 8 条 3 項に基づいて算出される。原則
として，複数事業労働者を使用する事業ごとに労
災保険法 8 条 1 項により算定した労基法 12 条の
平均賃金に相当する額（平均賃金相当額）を給付
基礎日額相当額とし，これらを合算した額を基礎
として算定することになる。労基法 12 条に基づ
く平均賃金は，算定事由発生日から 3 カ月間労働
者に対して支払われた賃金をもとに算定される。
ただし，業務災害や通勤災害に係る遅発性疾病
の場合や，非災害発生事業場等を算定事由発生日
において既に離職している場合のように，算定事
由発生日において平均賃金相当額を算定すべき事
業場から離職していることが想定されるため，通
達3）において災害発生事業場等を離職した日を基
準とする等の取扱いが示されている。

また，業務災害に関する保険給付について，例
えば，一方の事業場では有給休暇を取得し，一部
の賃金を受けつつ，他の事業場において負傷また
は疾病により無給での休業をして「賃金を受けな
い日」に該当する場合，稼得能力の塡補の観点か
ら，他の事業場における無給での休業に対して支
払われる。そのため，休業補償給付について，労
災法 14 条 1 項は，所定労働時間の一部しか労働
できなかった日に加えて，一部についてのみ賃金
が支払われる休暇に関しても，その賃金の額を差
し引いた額に基づいて算定するものとした。

（3）複数業務要因災害
複数事業労働者を使用するそれぞれの事業にお

ける業務上の負荷（労働時間やストレス等）のみ
では業務と疾病等々の間に因果関係が認められな
い場合，複数業務要因災害として，複数事業労働
者を使用する全事業の業務上の負荷を総合的に評
価することになった（法 7 条 1 項 2 号）。複数業務

要因災害による疾病の範囲は，脳・心臓疾患，精
神障害及びその他２以上の事業の業務を要因とす
ることの明らかな疾病であるとされている（労災
則 18 条の 3 の 6）。複数業務要因災害が生じた場
合の保険給付としては，複数事業労働者療養給
付，複数事業労働者休業給付，複数事業労働者
障害給付，複数事業労働者遺族給付，複数事業労
働者葬祭給付，複数事業労働者傷病年金及び複数
事業労働者介護給付がある（法 20 条の 2 ～法 20
条の 9）。この場合も給付基礎日額を算定する際，
複数事業労働者を使用する全事業の賃金を合算し
た額を基礎に給付額が決定される。

複数業務要因災害として認定される場合につい
ては，どの事業場においても業務と疾病等との間
に相当因果関係が認められないものであることか
ら，業務災害や通勤災害の場合とは異なる。そこ
で，給付基礎日額の算定に関する通達によれば，
遅発性疾病等の診断が確定した日においていずれ
かの事業場に使用されている場合，当該事業場に
ついて当該診断確定日以前３カ月に支払われた賃
金により平均賃金相当額を算定する。また，遅発
性疾病等の診断が確定した日において全ての事業
場を離職している場合，遅発性疾病等の診断が確
定した日から直近の離職日を基準に，その日以前
3 カ月間に支払われた賃金により算定し当該金額
を基礎とする。さらに，平均賃金相当額を給付基
礎日額とすることが適当でないと認められるとき
は，厚生労働省令で定めるところによって政府が
算定する額が給付基礎日額となる（法 8 条 2 項）。
例えば，日給制のように平均賃金相当額の算定に
おいて労基法 12 条第１項ただし書の規定による
最低保障の適用があると，就業する事業の平均賃
金の多寡によって合算額が異なり，不合理な結果
がもたらされる場合，最低保障額は適用せずに計
算がなされる。

（4）保険料率
労災保険の費用は，もっぱら事業主の負担する

保険料によって賄われている。この保険料率につ
いて，一定規模以上の事業については，災害発生
率の多寡に応じて設定されるメリット制が採用さ
れているが，複数事業労働者の場合，非災害発生
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事業場の事業主に係るメリット制には反映されな
い。同様に，複数業務要因災害の場合，いずれの
就業先も災害補償責任を負わないものであると考
えられ，いずれの事業場においてもメリット収支
率の算定の基礎としない（労保徴則 12 ～ 12 条の
3）。そもそもメリット制は，事業主負担の公平性
や災害防止努力の促進の観点から，労働災害の発
生に関する使用者の責任を前提としている。複数
事業労働者の業務災害や複数業務要因災害につい
て，個別の事業主が災害補償責任を負うと評価で
きない場面において，こうした違いが生じたもの
と考えられる。

３　マルチジョブホルダーに対する労災保険制度

のあり方

労災保険制度は，労基法における個別の事業主
の災害補償責任を担保するものと解されている
が，1960 年以降法改正により，労災保険や保険
事故の適用範囲が拡大され，給付についても充実
する等，労基法から乖離して，独自性を有するも
のとなっている 4）。このような流れを受け，2020
年法改正は，複数事業労働者が労働災害を被って
就労不能となった場合，給付基礎日額において，
災害発生事業場だけでなく，非災害発生事業場に
係る賃金も合算して計算がなされることになっ
た。また，複数業務要因災害のように，個別の事
業主が単独で労災を発生したものと評価できない
場面でも，複数の事業の業務上の負荷を総合評価
して給付がなされている。このように，個別使用
者責任の拡大によって補償し切れないものについ
て，複数事業労働者の稼得能力を塡補するという
観点から保護を図り，労災補償の給付の内容を手
厚くしたものと考えられる。もっとも，労災保険
は，労働関係上の危険に対する補償責任として独
自の意義は保持されている 5）。2020 年法改正に
おいても，保険料率の点で，個別の事業主が災害
補償責任を負うと評価できない場面ではメリット
制を反映しないという立場を採用している。

また，労災保険の被保険者は労基法上の労働者
であるものと解されており 6），マルチジョブホル
ダーも労働者でない場合は，労災保険法の適用対
象外となる。しかし，副業・兼業としてフリーラ

ンスのような働き方を選択する場合も想定され，
こうした者が就労中に被災した際の保護のあり方
についても検討する必要がある。これについて，
成長戦略実行計画では，今後さらなる活用とし
て，フリーランスとして働く人の保護のための特
別加入制度の対象拡大等が検討されている 7）。こ
のように，非雇用型の副業・兼業に従事する者に
対する保護のあり方についても今後の検討課題と
なる。

この点，マルチジョブホルダーとしての働き方
を選択した者に対して，自らのキャリアを確立し
ていくよう促す法政策として，セーフティネット
の整備を行うべきとする方向性も考えられる。こ
うした考え方は，憲法 27 条 1 項に立脚し，職業
キャリアを形成し展開する権利としてのキャリ
ア権構想 8）から導くことができるものと解する。
学説の中には，自営的な働き方について，キャリ
ア権の観点から，自営的な働き方のなかに適職を
みつけ，その職業人生が充実したものとなるよ
う，政府が適切なサポートをすることを提唱する
立場 9）もみられる。マルチジョブホルダーが雇
用か否か関わりなく，キャリアを展開できるよう
なセーフティネットのあり方について検討すべき
であろう。

Ⅲ　雇用保険におけるマルチジョブホル
ダーへの対応

１　問題の所在

雇用保険法は，適用事業に雇用される労働者を
被保険者としているが，1 週間の所定労働時間が
20 時間未満である者，同一の事業主に継続して
31 日以上雇用されることが見込まれない者につ
いては被保険者とならない（法 6 条 1 号・2 号）。
マルチジョブホルダーの場合，週所定労働時間が
20 時間以上の本業をもち，副業として数時間の
労働を行うようなケースは，本業の事業主との関
係において雇用保険の適用がなされる。また，2
つの事業主のいずれの週所定労働時間も 20 時間
以上である場合には，2 以上の雇用関係のうち 1
の雇用関係（原則として，その者が生計を維持する
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に必要な主たる賃金を受ける雇用関係）についての
み被保険者となる 10）。一方で，いずれの事業所
でも週所定労働時間が 20 時間未満の短時間就労
であれば，異なる事業主のもとでの労働時間を合
算すると週所定労働時間 20 時間以上となったと
しても，適用対象外とされてきた。そこで，離職
した場合の生活保障への保護が不十分となる場面
が生じうることが指摘されていた 11）。

こうして，2016 年職業安定分科会雇用保険部
会報告では，複数の職場で就労することにより雇
用保険が適用される週所定労働時間 20 時間以上
となる者のセーフティネットの必要性について議
論がある中で，仮にマルチジョブホルダーについ
て適用を行う場合には技術的な論点，雇用保険制
度そのもののあり方との関係など専門的に検討す
る課題があることが指摘された。その後，雇用保
険法等の一部を改正する法律（法律第 14 号）の国
会審議においても，マルチジョブホルダーについ
て，雇用保険の適用に向けて，早期に専門家によ
る検討を行い，必要な措置を講ずることとの附帯
決議が行われた。また，働き方改革実行計画にお
いても，複数の事業所で働く者の保護や副業・兼
業を普及促進させる観点から，雇用保険制度につ
いても検討を進めることが示された。

そこで，マルチジョブホルダーに対する適用を
めぐる問題について議論がなされ，2020 年 3 月

「雇用保険法等の一部を改正する法律」が成立し
た。ここでは，高齢者，複数就業者等に対応し
たセーフティネットの整備として，65 歳以上の
労働者を対象に，2 つの事業所の労働時間を合算
し，週の所定労働時間が 20 時間以上である場合，
雇用保険を適用する制度を試行的に導入すること
になった（2022 年１月施行）。しかし，高齢者だ
けでなくマルチジョブホルダー全般に対する対応
は今後の検討課題となっている。

２　改正までの経緯

（1）複数の事業所で雇用される者に対する雇用
保険の適用に関する検討会報告書

2018 年に開催された厚生労働省「複数の事業
所で雇用される者に対する雇用保険の適用に関す
る検討会」（以下「検討会」という）は，マルチジ

ョブホルダーに対する雇用保険の適用について，
専門的・技術的観点から検討を行い，①現状分析
可能なデータから，その適用の必要性に係る検討
を行うとともに，②仮に，マルチジョブホルダー
に対する雇用保険の適用を行う場合に，どのよう
な適用・給付の制度設計があり得るのかを考察
し，③考え得る制度設計に関する論点の整理を行
っている。この結果について要点をまとめている
のが，「複数の事業所で雇用される者に対する雇
用保険の適用に関する検討会報告書」（以下「検
討会報告書」という）である。結論として，実行
可能性のある制度設計についてもⅱで後述するよ
うにいくつかの問題が懸念されるが，保険適用に
よりマルチジョブホルダーの行動にどういった変
容が生じるのかを予測するのは困難であり，そも
そも雇用保険の適用の必要性が直ちに高いとは評
価できず，かかる制度の導入を提言するのは難し
い。一方で，今後，マルチジョブホルダーに対す
る雇用保険の適用を検討し，推進していくのであ
れば，本人からの申出に基づいて複数事業所の週
所定労働時間を合算して適用する方式を一定の対
象者層を抽出し試行的に導入することが考えられ
るとした（ⅱ，ⅲ，ⅳ参照）。以下では，マルチジ
ョブホルダーに対する雇用保険の適用の必要性，
適用に関する制度設計，特に求職者給付をめぐる
検討会での議論の内容について触れておく。

ⅰ　マルチジョブホルダーに対する雇用保険の
適用の必要性

議論の前提として，雇用保険の適用・給付の必
要性を検討するという性格上，原則として本業・
副業ともに週所定労働時間が 20 時間未満の短時
間就労であることを想定している。雇用保険法
は，「自らの労働により賃金を得て生計を立てて
いる労働者が失業した場合の生活の安定等を図る
制度」であることから，その趣旨にかんがみ，マ
ルチジョブホルダーに対する適用の必要性がある
かどうかという点が問題とされている。検討会報
告書は，2017 年「複数就業者についての実態調
査」（JILPT 調査）等を踏まえ，マルチジョブホ
ルダー（現在の雇用保険の適用要件を満たしてお
らず，合算して週所定労働時間が 20 時間以上と
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なる者）であって自らの労働によって生計を立て
ていると考えられる者は，就業者全体に比して多
いとは言えず，雇用保険を適用させる必要性は，
雇用保険の趣旨や適用により生ずる事務コスト等
を踏まえると，直ちに高いとは評価できないとす
る。そして，マルチジョブホルダー全体を雇用保
険の適用拡大によって保護するよりも，むしろ，
雇用の安定化の必要性が高い者に対しては，求職
者支援制度をはじめとする各種の施策を活用した
支援が適当であることが指摘されている。

ⅱ　適用に関する制度設計
まず，適用事業の範囲は現行と同様としつつ，

適用基準については大きく分けて 2 つの方式で議
論がなされている。具体的には，（a）マルチジョ
ブホルダーが雇用される事業所の週所定労働時間
を合算して 20 時間以上となる場合に適用する方
式（合算方式）と（b）現行の適用基準である週所
定労働時間 20 時間そのものを下げる方式（基準
引下げ方式）が掲げられている。（b）基準引下げ
方式の場合，現行の一般被保険者も含めて雇用保
険の考え方そのものを変更することになるため，
合理的な説明が困難である。一方で，（a）合算方
式については，強制適用を原則とすると，対象労
働者の労働時間を事業所や行政が他の事業所での
労働時間を含めて継続的に把握することは現時点
では現実的ではない。事業所を異にする場合の労
働時間の把握方法については，労働時間制度のあ
り方と関係することから，「副業・兼業の場合の
労働時間管理の在り方に関する検討会」での結果
等を勘案しつつ，改めて検討することとされた

（（2）参照）。仮に，現時点で実行可能な方策によ
り適用を検討するのであれば，本人からの申出を
起点として適用することを前提とせざるを得ない
とする（申出起点適用）。もっとも，こうした仕組
みを採用すると，後述するように，離職して給付
を受けることが見込まれている者が申出をして適
用されるといった逆選択の事象や，安易な離職に
よる循環的な受給といったモラルハザードの事象
が懸念されている。

ⅲ　求職者給付に関する制度設計
次に，マルチジョブホルダーの場合，複数の雇

用のうち，「部分失業」の状態も多いと想定され
ることから，給付方法についてどのように解すべ
きかという問題がある。

この点については，（c）基本手当のように，４
週間に 1 度の失業認定を行いつつ，失業している
日について支給する方式（基本手当方式）と（d）
高年齢求職者給付のように，一度，失業認定を行
った段階で，基本手当日額の一定日数分を一時金
として支給する方式（一時金方式）の２つがあげ
られる。マルチジョブホルダーの場合，部分失業
の状態も多いことが想定される。そのため，（c）
基本手当方式の場合，4 週間に 1 度公共職業安定
所長の指定する日に出頭を求め，失業認定がなさ
れる点，雇用保険法 19 条に基づき失業の認定に
係る期間中に自己の労働によって収入を得た場
合，その収入額に応じて基本手当が減額される点
を踏まえ，（d）一時金方式の方がなじみやすいこ
とが指摘されている。

また，基本手当日額の算定の基礎となる賃金日
額については，（e）全ての雇用関係に基づく賃金
を合算する方法（賃金合算方式）と，（f）離職し
た（保険事故の発生原因となった）雇用関係に基づ
く賃金のみで計算する方法（賃金非合算方式）が
示された。（e）賃金合算方式の場合，離職前の賃
金総額よりも離職後の賃金と給付の合計額の方が
大きいことが想定されたり，現行では本業が週所
定労働時間 20 時間以上の一般被保険者で副業が
雇用保険の適用対象外となる者とのバランスを失
するという問題や，事務の実行可能性という観点
での懸念が生じる。これに対し，（f）賃金非合算
方式の場合，こうした問題は生じない一方で，給
付額そのものが小さくなり過ぎる可能性が課題と
なり得るため，給付日数を調整することも選択肢
として示されている。

さらに，マルチジョブホルダーが自己都合で退
職する場合，申出起点適用の方式を採用すると，
適用と給付の双方を自らの意思でコントロールで
きてしまうことになるため，逆選択及びモラルハ
ザードが生ずる可能性が高く，給付の制限等，一
定の工夫が必要であることも指摘されている。
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ⅳ　試行的な制度の導入
検討会報告書は，ⅱの制度を試行的に導入する

選択肢を提示した。現行の被保険者類型も参考
に，マルチジョブでの働き方になじみ，ⅱの制度
設計にも親和性が高く，かつ，財政影響を予測し
やすい対象者層を抽出し，試行的に制度導入を図
ることも考えられるとした。この場合，適用によ
るマルチジョブホルダーの行動変化や，複数事業
所の労働時間を把握・通算する方法に関する検討
状況も踏まえつつ，改めて制度のあり方を検討す
るものとされている。

（2）複数事業所の労働時間の把握・通算をめぐ
る問題

前述の（a）マルチジョブホルダーが雇用され
る事業所の週所定労働時間を合算して 20 時間以
上となる場合に適用する方式を採用する場合，労
働時間の把握・通算の方法に関する問題が生じ
る。そもそも，労基法 38 条１項は「労働時間は，
事業場を異にする場合においても，労働時間に関
する規定の適用については通算する」と規定して
おり，通達においても「事業場を異にする場合」
とは事業主を異にする場合をも含むものと解され
ている 12）。しかし，使用者による副業・兼業先
の労働時間の把握・通算は実際には困難なことも
多く，労働時間管理及び健康管理のあり方が検討
課題とされてきた 13）。

この点，2019 年の「副業・兼業の場合の労働
時間管理の在り方に関する検討会」報告書では，
労働時間を通算することを前提とした場合の複数
の事業場の労働時間管理の方法について検討がな
された。制度の見直しの方向性として考えられる
選択肢の例示の一つに，労働者の自己申告を前提
に，通算して管理することが容易となる方法を設
けること（例：日々ではなく，月単位などの長い期
間で，副業・兼業の上限時間を設定し，各事業主の
下での労働時間をあらかじめ設定した時間内で収め
ること）が示されている。その後，2020 年 9 月に
改定された厚生労働省「副業・兼業の促進に関す
るガイドライン」は，副業 ･ 兼業先での労働時間
の把握について，新たに労働者からの自己申告制

を設け，その手続及び様式を定めている。副業・
兼業の確認は労働者からの申告等によって行わ
れ，使用者は届出制など副業・兼業の有無・内容
を確認するための仕組みを設けておくことが望ま
しいものとした。その際，労働時間通算の対象と
なる場合，各々の使用者と労働者との間で合意し
ておくことが望ましいこととして，①：他の使用
者との労働契約の締結日，期間，②：他の使用者
の事業場での所定労働日，所定労働時間，始業・
終業時刻，③：他の使用者の事業場での所定外労
働の有無，見込み時間数，最大時時間，④：他の
使用者の事業場における実労働時間等の報告の手
続，⑤：①～④の事項について確認を行う頻度を
掲げている。

これを踏まえると，雇用保険の適用において合
算方式を採用した場合，使用者が副業・兼業の届
出制を導入した上，労働者が他の使用者の事業場
での週所定労働時間等を自己申告し，上記事項に
ついて確認を行う頻度を労使で合意しておくこと
で，週所定労働時間を継続的に把握することにな
る。逆に，本業・副業ともに週所定労働時間が
20 時間未満の短時間就労者は，自ら副業・兼業
の週所定労働時間を自己申告せず，使用者も把握
ができなければ，雇用保険の適用対象にはなり得
ない。

（3）検討会報告書を踏まえた議論状況
検討会報告書をうけて，日本経済団体連合会

からは，「雇用保険制度見直しに関する提言」に
おいて，「拙速に議論を進めるべきではなく，副
業・兼業等に関連する政策の展開を見つつ，保険
原理（一般に週 20 時間を下回る仕事は，離職するリ
スクが高いとされている。保険制度は，同質のリス
クを伴う労働を対象とすることで公平性を担保して
いる。），保険料負担者の納得性，保険財政への影
響を十分に踏まえて，制度設計上の技術的な対応
を含め，上記課題を精査すべきである」との指摘
がみられた。仮に，本業・副業ともに週所定労働
時間が 20 時間未満の短時間就労について，離職
するリスクが高いと評価されると，保険給付と負
担の過度の不均衡をもたらしうる。

その後，雇用保険部会報告書（2019 年 12 月 25
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日）において，雇用保険の見直しの方向としてマ
ルチジョブホルダーに関する言及がなされてい
る。ここでは，マルチジョブホルダー全体を雇用
保険の対象とすることについては慎重な立場であ
り，定年及び継続雇用制度の期間を過ぎて就労が
多様化する 65 歳以上の労働者を対象とした議論
が進められた。特に，65 歳以上の労働者は，マ
ルチジョブホルダーとしての働き方が相対的に高
い割合で増加している一方で新規求職者数の伸び
に比して求職者訓練及び公共職業訓練の受講割合
はむしろ 65 歳未満の年齢層よりも低下している
など，これまでの職業人生で得られたスキルを生
かして多様な就労を目指している層として捉えら
れている。つまり，65 歳以上の高齢者に対して
は，職業訓練を必要とする者に対する求職者支援
制度よりも，失業した際に必要となる給付を行う
ことで生活及び雇用の安定を図る方が望ましいと
評価されたものと考えられる。

３　2020 年雇用保険法改正

こうして，65 歳以上の労働者を対象に，本人
の申出を起点に２つの事業所の労働時間を合算し
て「週の所定労働時間が 20 時間以上である」こ
とを基準として適用する制度を試行することと
し，その効果等を施行後 5 年を目途として検証す
べきとした。これに対しては，公的年金等の他の
収入源の存在が想定される高齢者での試行につい
て疑問を呈する見解もみられる 14）。ただし，試
行結果については，適用による行動変化や財政的
な影響等の視点から十分な検証を行った上で，必
要に応じて適用対象を含めた制度のあり方につい
て検討していくことになる。具体的な試行制度の
内容は，以下のとおりである。

（1）適用に関する制度設計
適用については，検討会報告書でも示された

（a）合算方式が採用されている。なお，合算対象
となる個々の所定の労働時間の一定の基準とし
て，週所定労働時間 5 時間以上である雇用が行わ
れている事業所を対象とし，合算する事業所の数
は 2 つとされる。これは，本人及び事業所にとっ
て必要性の高くない保険料負担の発生を回避する

ため，また，短時間就労している一事業所での離
職について，失業給付を行った場合に給付額と就
業時賃金額との逆転を回避するためである。ま
た，本人の申出を起点として制度を適用すること
を前提とし，一事業所を離職した際には，他に合
算して所定労働時間が 20 時間以上となるような
働き方をしている事業所がないか確認することが
示されている。

（2）失業者への給付
従前，65 歳以上の労働者については，同一の

事業主の適用事業に 65 歳に達した日の前日から
引き続き雇用されている者のみを対象として，高
年齢求職者給付金（一時金）を支払うものとされ
てきた。また，保険年度の初日（4 月 1 日）にお
いて満 64 歳以上である労働者については，雇用
保険料の徴収を免除していた。しかし，2016 年
法改正に伴い，2017 年 1 月 1 日以降，「高年齢被
保険者」として雇用保険の適用対象となるに至っ
ており，高年齢求職者給付金に加え，これまで対
象外であった介護休業給付，教育訓練給付等につ
いても支給がなされている。そして，2020 年 4
月 1 日からは雇用保険料を徴収免除されていた高
齢者についても，雇用保険料の納付が必要となっ
た。

65 歳以上のマルチジョブホルダーへの対応と
しては，（d）一時金方式を採用して，高年齢求職
者給付（一時金方式）を支給し，（f）一事業所の
みを離職する場合，当該事業所での賃金に基づき
算出して給付する方式（賃金非合算方式）が示さ
れている。なお，一事業所において週 20 時間以
上労働することを前提として設定されている現
行の賃金日額の下限の適用があると，例えば，A
社で週 14 時間，B 社で週 10 時間の所定労働時間
のマルチジョブホルダーで，B 社を離職した際，
給付と賃金の逆転が起こりうる。そのため，現行
の賃金日額の下限は適用しない調整をすることが
考えられている。

また，自己都合退職の場面で起こりうるモラル
ハザードの問題については，給付制限の面で一定
の調整がなされている。現行の高年齢求職者給付
は，正当な理由のない自己都合離職の場合，ハ
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ローワークに来所して手続きをした日（受給資格
決定日）から失業の状態にあった日が通算して７
日間経過することに加え，3 カ月間が経過した後
でなければ支給されない（給付制限）。マルチジ
ョブホルダーに対しても同様の給付制限があるも
のと解されている。

その他，2 つの事業所をともに離職する場合
で，その離職理由が異なっていた場合，効率化を
図るため，解雇等の給付制限がかからない方に一
本化して給付する。一方，両方の事業所でともに
育児休業または介護休業を取得した場合に，育児
休業給付または介護休業給付を支給することと
し，その他対象となる給付については，従来の高
年齢被保険者の取扱いに揃えることになった。

４　今後の課題

（1）雇用保険の適用について
これまでの議論を踏まえると，複数の事業所で

雇用されるマルチジョブホルダーに対しては，自
らの労働によって生計を立てている場合，失業し
た際の所得保障の必要性自体は否定されていな
い。そもそも，雇用保険法の保障の対象は，｢失
業｣ だけでなく，雇用の継続が困難となる状態と
して，｢退職のリスク｣ が認められる一定の場合
も含むものと解される 15）。確かに，マルチジョ
ブホルダーの場合，部分失業の状態であれば，残
る雇用で賃金を得ることができ，雇用の継続が困
難となる状態と評価できない側面もある。しか
し，長期雇用制度の変容や雇用の流動化の中，マ
ルチジョブホルダーが主体的に，キャリア形成に
向けて複数の仕事を掛け持ちすることによって職
業生活を展開していくことが重要である。このよ
うな労働市場においては，マルチジョブホルダー
に対するセーフティネットの整備が必要となる。
それゆえ，複数の仕事を掛け持ちすることで生計
を維持している者に対しては，生活及び雇用の安
定を図るという観点から，部分失業の場合も所得
保障の必要性が生じ，「失業」に準じた職業生活
上の事故の適用範囲として捉える余地がある。た
だし，検討会報告書でも指摘されていたように，
こうしたマルチジョブホルダーが多くはないとい
う指摘もあり，雇用保険の適用対象とすべきかと

いう点は検討課題となる。他方，マルチジョブホ
ルダーが労働者として週 20 時間未満の短時間就
労を行うと同時に，フリーランスのように雇用に
よらない働き方を選択した場合は，雇用保険の
対象外となる。複数の仕事を掛け持ちすることで
生計を維持しているという点に着目すれば，この
ような場合も，事実上の部分失業に対する所得保
障の必要性が生じるのではないかという側面もあ
る。加えて，雇用保険とは別に，フリーランスの
ように仕事が打ち切られた場合の支援のあり方に
ついても検討していく必要があろう16）。

また，雇用保険は「失業」を保険事故とし，労
働者が自発的に離職した場合も含め，再就職の意
思と能力を有する限り，求職者給付を支給してい
る。こうした特徴から，週の所定労働時間が 20
時間以上という適用要件のもと，マルチジョブホ
ルダーの労働時間を合算するという手法を採用す
る場合，失業の主観性をめぐる問題が生じうる。
前述のとおり，副業 ･ 兼業先での労働時間の把握
については，労働者の自己申告制が前提とされて
おり，使用者が届出制などの仕組みを設けておか
ない限り，労働者の申出に委ねられているところ
である。労働者が使用者に対してあえて申告をし
ないという逆選択を行う可能性も依然として残さ
れるが，一方で，検討会報告書においても指摘さ
れていたように，労働者があえて兼業に関する申
請をして適用され，離職を繰り返すことで給付を
受けるといったモラルハザードが起こる可能性も
ある。このような場合，保険給付と負担の過度の
不均衡をもたらしうることが懸念されるため，自
己都合退職について，給付制限の面で一定の調整
がなされることになる。ただし，前述したよう
に，所定労働時間が 20 時間を下回る仕事は，離
職するリスクが高くなるといった可能性があるこ
とも踏まえると，果たして保険給付と負担の過度
の不均衡が解消されるかどうか，試行制度を踏ま
えた十分な検証が必要であろう。

（2）求職者支援制度による支援の可能性
検討会報告書は，マルチジョブホルダー全体を

雇用保険の対象とすることについて慎重な立場を
とった上，雇用の安定化の必要性が高い者に対
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し，求職者支援制度をはじめとする各種の施策を
活用した支援についても選択肢として掲げてい
る。

ここで示された求職者支援制度は，雇用保険
の受給資格のない求職者（特定求職者）の職業訓
練・求職支援とその間の生活給付を支給するもの
であり，一定の要件を満たせば，月額 10 万円の
職業訓練受講手当と通所手当と寄宿手当（原則 1
年）が支給される。そして，同制度は生活保障の
側面も有するが，主たる目的は職業訓練の受講で
あると解されている 17）。現制度は非正規労働者
や長期失業者等に対する支援が想定されているた
め，マルチジョブホルダーに対する支援も対象と
するのであれば，検討会報告書も述べていたよう
に，雇用の安定化の必要性が高い短時間就労者に
限定して検討していくことが整合的である。

もっとも，求職者支援制度には収入（本人収入
が月 8 万円以下，世帯収入が月 25 万円以下）・資産
要件（世帯全体の金融資産が 300 万円以下）等があ
り，この要件を満たさない場合は制度を利用する
ことはできない。また，求職者支援制度は，一
度でも訓練を欠席したり（やむを得ない理由でも
出席率 80% 以上が必要），ハローワークの就職支援
を拒否すると，職業訓練受講給付金が支給されな
い。そのため，求職者支援法の対象者は，求職者
の中でもほんの一部のみを対象としていることは
指摘されている 18）。部分失業の場合で，かかる
要件を満たすマルチジョブホルダーがどの程度存
在しているかが問題となりうる。

また，求職者支援制度の財源は，国が 2 分の
1，残りは雇用保険料（労使が 4 分の 1 ずつの負担）
によるものとなっている。この点については，労
使負担による保険料を財源とするのではなく，公
費で賄う仕組みに改めるべきとする見解 19）や，
特に労働者の保険料を財源とすることに疑問を呈
する立場 20）もある。マルチジョブホルダーにつ
いても，仮に本業・副業ともに雇用保険の被保険
者でない，週所定労働時間が 20 時間未満の短時
間就労者を対象にすると同様の疑問が生じる。職
業訓練受講手当を受けた後，フリーランスのよう
な働き方を選択する可能性もあろう。拠出を要件
としない求職者支援制度について，マルチジョブ

ホルダーのように多様な働き方が想定される者に
対しても適用対象を拡大することができるか否か
検討していく必要がある。また，マルチジョブホ
ルダーとしての働き方を選択した者に対して，自
らのキャリアを確立していくよう促す法政策とし
て，セーフティネットの整備をすべきと考えるの
であれば，雇用か否か関わりなく，キャリア形成
に資する制度を模索すべきであろう。
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